
芽を出した社会貢献

防災研究会は、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災を契機として、その年の５月に全国支部に先駆け

て発足した。地震、台風、豪雨等の様々な自然災害から北海道を守り、その被害を最小限にくい止めるため、

防災に関する諸問題を調査・研究し、今後の防災技術や体制、更には防災に強い北海道の在り方等について提

言してきた。発足時から会員が90名を超える大研究会であり、大変研究熱心な会員によって支えられ、５つの

専門分科会によって積極的な活動を行っている。昨年は設立10周年を迎え、その記念事業として産学官セミ

ナーとの合同で「第１回全国防災連絡会議」を札幌で開催した。

本稿では、第 期から現在まで約11年間の様々な研究会活動をふり返り、当研究会が社会に対してどう貢献

してきたかをみる。

□ 草創期（第 期Ｈ７年～ 期Ｈ９年）の活動

平成７年５月、５分科会（情報・地盤・交通・都市・

水工系）約100名の多才な技術士の参画でスタートした。

第 期のテーマは、阪神・淡路大震災を教訓として「地

震防災」にテーマを絞った。北海道に同規模の大地震が

襲った場合を想定して、都市・地域計画、交通、情報シ

ステム、ライフライン等に於ける問題点や、特に積雪寒

冷地であることによる防災上の問題点を抽出し、それら

の対応策について研究活動を行った。

平成９年に研究の集大成として「技術士からの提言―地震災害に備えて」と「技術士からの27の提言」（ダ

イジェスト版）を報告書として発刊した。約２年間にわたる会員の献身的な活動と提言書を取りまとめに至る

までの労苦は大変なものであった。

本書は、国や道内自治体、防災専門家、ゼネコン・コ

ンサルタント等の技術者の多くに購読され、平成９、10

年においては、この提言書をもとに道内各地で防災関係

者、技術者、市民を対象に地震防災セミナーを開催し、

地震防災に対する知識や意識向上に努めるなど啓発行動

を行った。

□ 壮年期（第 期Ｈ15年～第 期）

平成13年の第 期からは、能登前会長から引継いで私

が新会長として新たなスタートをきった。
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期の研究テーマは、これまでの「地震防災」から豪雨・地震・土砂災害など都市で引き起こされる様々な

災害を対象として「都市型災害」とした。

ここ数年、集中豪雨の頻発や台風の上陸発生等で、都市部での災害に対する脆弱性がいっそう露呈している。

我々は常に災害に対する備えを行ってきたはずであるが、自然の力は我々の予想外をつき、様々な災害を発生

させる。防災技術の進展と対策が充実してきている一方、社会の高度化、複雑化によって都市は災害に脆弱に

なっていることを認識しなければならない。

平成16年９月の第31回技術士全国大会（札幌）で、

当研究会は「第４分科会（都市防災）」の運営を担当した。

基調講演は、河田惠昭京都大教授による「都市型震災対

策」の講演、パネルディスカッションでは「都市防災」

をテーマとして学識者・専門家・技術士による熱心な議

論が展開された。さいごに第４分科会のまとめとして、

今後の防災対応の方向性を確認した。

平成17年４月には、４年間の研究活動の成果を取りま

とめた報告書「都市型災害に備えて― いま、都市が危

ない― 」を発刊した。都市における防災の諸問題と今後

の対策の方向性をまとめた貴重な報告書である。具体的

には、防災・減災における情報活用の在り方と体制、都

市施設を防災・避難空間としての活用方法、また、北海

道の地域特性である豪雪における防災対策と都市活動維

持方策に関する提案、更には都市計画と防災の在り方、

都市の構成・土地利用・街づくりへの地域との協働など、

新たな課題に踏み込んだものである。今後、この報告書

を市民向けに翻訳し防災意識向上につながる提言書とし

て普及させたい。

当研究会が平成14年に道民に行った防災意識アンケートでは、自然災害で最も心配なのは「地震災害」、次

に「豪雪・吹雪」であった。災害への備えは60％が何もしていない、40％の方は避難箇所も知らないとの結果

であった。いかに日常的な防災活動が重要であるかが明らかになった。

平成17年９月には設立10周年記念として第25回地域産学官セミナーとの合同で、日本技術士会として初め

ての防災に係る全国会議として「第１回全国防災連絡会議」を札幌で開催した。基調講演には室崎益輝（独法

人）消防研究所理事長、パネルディスカッションでは「都市型災害」をテーマに、札幌市・本部・近畿・東北・

北海道支部から参加をいただき、各支部における防災に

取り組む姿勢などが示され熱心な議論が展開された。第

２回目の全国防災連絡会議は９月５日技術士全国大会

（東京）で開かれる。

□ 防災セミナーの開催

壮年期の研究会は、各部会の研究活動とともに他分野

の学識者・専門家による防災セミナーの開催に力を入れ

てきた。本年８月で10回目の開催となり、セミナーには、

技術士や技術者だけでなく市民等の多くの参加者をいた
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だいている。

セミナーでは、地震・水害等の災害に対するリスクマ

ネジメントの実践方法や、陸上自衛隊の災害出動の体制

や対応について、更に、海外の災害医療現場で活躍する

医師の現状報告や都市型災害を専門とする学識者による

都市水害、地下空間災害、災害時の人間心理等をテーマ

として行ってきた。

□ さいごに

これまで技術士は、業務や日常において市民社会との

直接的な繫がりはなかったが、災害に強い国土・地域づくりには、行政と市民と技術士が一体となって防災に

取組むことが必要である。技術士は、災害時には専門技術者として自分の職務を遂行し、一方、日常生活にお

いては、専門市民として住民と公共を繫ぐ役割を担うこととなる。

技術士の社会貢献が、市民から認められ評価されるためには、技術士の「市民化」がいっそう求められる。

36




